
 
 

第５号議案 

２０２４年５月２２日 

第４５７回理事会 

 

業務規程の変更及びその認可申請について 

 

（案） 

 

１．業務規程の変更 

国の審議会の議論等に適切に対応するため、別紙１のとおり業務規程の一部変更案を

作成し、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２８条の３３第３号の規定に基づ

き、第１８回通常総会（２０２４年６月２１日）に付議する。 

 

２．業務規程の変更の認可申請 

１．の変更案が総会により議決された後、電気事業法第２８条の４１第３項及び広域

的運営推進機関に関する省令（平成２６年経済産業省令第３６号）第１１条第１項の規

定に基づき、別紙２及び総会の議事録により、経済産業大臣に対し、業務規程の変更の

認可申請を行う。 

 

 

以上 

 

【添付資料】 

別紙１：業務規程一部変更の件（業務規程 新旧対照表） 

別紙２：業務規程変更認可申請書 
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別紙１ 

 

業務規程一部変更の件 

 

 

変更の概要は下記のとおり。 

 

記 

 

 

１．系統アクセス業務の一部見直しに伴う規定の変更 

【該当条文：第６７条、第６８条、第７１条、第７４条、第９８条、     

第９９条（変更）                   

第６９条、第７０条、第７４条の２（削除）】 

・本機関は、特定連系希望者から「事前相談」及び「接続検討の要否確認」

の申込みを受け付ける規定の削除。 

・本機関は、特定連系希望者の求めに応じて、一般送配電事業者及び配電

事業者からの「接続検討の要否確認」に関する回答結果の妥当性等を確

認することを明記。 

・２０２４年８月１日又は経済産業大臣の認可を受けた日のいずれか遅 

い日から施行。 

 

２．その他規定の変更 

・記載の適正化（字句修正等）。 

 

 

以上 

2



 

 

 

電力広域的運営推進機関 業務規程 新旧対照表 

変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

平成２７年４月１日施行 

令和６年４月１０日変更 

 

 

業務規程 

 
 

 

 

 

 

電力広域的運営推進機関 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年４月１日施行 

令和  年  月  日変更 

 

 

 

 

 

 

 

業務規程 

 
 

 

 

 

 

電力広域的運営推進機関 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

（変更履歴） 

平成２７年４月１日施行 

平成２７年４月２８日変更 

平成２７年８月３１日変更 

平成２８年４月１日変更 

平成２８年７月１１日変更 

平成２９年４月１日変更 

平成２９年９月６日変更 

平成３０年４月１日変更 

平成３０年６月２９日変更 

平成３０年１０月１日変更 

平成３１年４月１日変更 

令和元年７月１日変更 

令和２年２月１日変更 

令和２年３月３０日変更 

令和２年７月８日変更 

令和２年１０月１日変更 

令和３年４月１日変更 

令和３年４月１６日変更 

令和３年７月１日変更 

令和４年２月１日変更 

令和４年４月１日変更 

令和４年４月１日変更 

令和４年７月５日変更 

令和５年４月１日変更 

令和５年４月３日変更 

令和５年７月１日変更 

令和５年１２月２７日変更 

令和６年４月１日変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更履歴） 

平成２７年４月１日施行 

平成２７年４月２８日変更 

平成２７年８月３１日変更 

平成２８年４月１日変更 

平成２８年７月１１日変更 

平成２９年４月１日変更 

平成２９年９月６日変更 

平成３０年４月１日変更 

平成３０年６月２９日変更 

平成３０年１０月１日変更 

平成３１年４月１日変更 

令和元年７月１日変更 

令和２年２月１日変更 

令和２年３月３０日変更 

令和２年７月８日変更 

令和２年１０月１日変更 

令和３年４月１日変更 

令和３年４月１６日変更 

令和３年７月１日変更 

令和４年２月１日変更 

令和４年４月１日変更 

令和４年４月１日変更 

令和４年７月５日変更 

令和５年４月１日変更 

令和５年４月３日変更 

令和５年７月１日変更 

令和５年１２月２７日変更 

令和６年４月１日変更 

令和６年４月１０日変更 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

（用語） 

第２条 （略） 

２ 本規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ各号に定めるところによる。 

 一～二十四 （略） 

 二十五 「系統連系希望者」とは、送電系統への連系等を希望する者（一般送配電事業者又は配電事

業者を除く。）をいう。 

 二十六～四十五 （略） 

（用語） 

第２条 （略） 

２ 本規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ各号に定めるところによる。 

 一～二十四 （略） 

 二十五 「系統連系希望者」とは、送電系統への連系等を希望する者（一般送配電事業者又は配電事

業者たる会員を除く。）をいう。 

 二十六～四十五 （略） 

（供給計画の取りまとめ等における考慮事項） 

第２８条の２ 本機関は、第２６条第１項の規定による調整及び前条第１項の規定による取りまとめの

際に、次の各号に掲げる会員の区分に応じ、当該各号に定める事項を考慮するものとする。 

一・二 （略） 

三 小売電気事業者及び登録特定送配電事業者たる会員 次に定める事項 

 

ア～エ （略） 

四 （略） 

（供給計画の取りまとめ等における考慮事項） 

第２８条の２ 本機関は、第２６条第１項の規定による調整及び前条第１項の規定による取りまとめの

際に、次の各号に掲げる会員の区分に応じ、当該各号に定める事項を考慮するものとする。 

一・二 （略） 

三 小売電気事業者及び特定送配電事業者（登録特定送配電事業者に限る。）たる会員 次に定める

事項 

ア～エ （略） 

四 （略） 

（供給計画等に関する情報の共有） 

第３２条 本機関は、一般送配電事業者又は配電事業者以外の会員から供給計画の案及び供給計画の提

出を受けた場合は、次の各号に掲げる情報を速やかに一般送配電事業者及び配電事業者たる会員と共

有する。 

一～五 （略） 

２～４ （略） 

（供給計画等に関する情報の共有） 

第３２条 本機関は、一般送配電事業者又は配電事業者たる会員以外の会員から供給計画の案及び供給

計画の提出を受けた場合は、次の各号に掲げる情報を速やかに一般送配電事業者及び配電事業者たる

会員と共有する。 

一～五 （略） 

２～４ （略） 

（電源入札等の実施の必要性の検討及び評価） 

第３６条 本機関は、第３３条第１項第１号に掲げる業務に関する検討を開始したときは、次の各号に

掲げる事項を考慮の上、有識者を含めた委員会において、当該業務の実施の必要性の検討を行う。 

 一 全国及び一般送配電事業者の供給区域ごとの需給検証 

二 会員の供給力等の確保状況 

ア 小売電気事業者及び登録特定送配電事業者（全国又は一般送配電事業者の供給区域の需給バラ

ンス評価への影響が大きい事業者に限る。以下この条において同じ。）の供給力の確保状況 

 

イ 発電事業者及び特定卸供給事業者（全国又は一般送配電事業者の供給区域の需給バランス評価

への影響が大きい事業者に限る。）の発電等用電気工作物その他の供給能力の運転実績及び運転

計画 

ウ 一般送配電事業者及び配電事業者の調整力の確保状況 

三 小売電気事業者及び登録特定送配電事業者の需要実績及び需要想定 

 

四 危機管理上の需給変動リスク分析 

ア （略） 

イ その他全国又は特定の一般送配電事業者の供給区域の需給バランスに影響を与える事項 

 

五 （略） 

２・３ （略） 

（電源入札等の実施の必要性の検討及び評価） 

第３６条 本機関は、第３３条第１項第１号に掲げる業務に関する検討を開始したときは、次の各号に

掲げる事項を考慮の上、有識者を含めた委員会において、当該業務の実施の必要性の検討を行う。 

 一 全国及び一般送配電事業者たる会員の供給区域ごとの需給検証 

二 会員の供給力等の確保状況 

ア 小売電気事業者及び特定送配電事業者（登録特定送配電事業者に限る。）たる会員（全国又は一

般送配電事業者たる会員の供給区域の需給バランス評価への影響が大きい会員に限る。以下この

条において同じ。）の供給力の確保状況 

イ 発電事業者及び特定卸供給事業者たる会員（全国又は一般送配電事業者たる会員の供給区域の

需給バランス評価への影響が大きい会員に限る。）の発電等用電気工作物その他の供給能力の運

転実績及び運転計画 

ウ 一般送配電事業者及び配電事業者たる会員の調整力の確保状況 

三 小売電気事業者及び特定送配電事業者（登録特定送配電事業者に限る。）たる会員の需要実績及

び需要想定 

四 危機管理上の需給変動リスク分析 

ア （略） 

イ その他全国又は特定の一般送配電事業者たる会員の供給区域の需給バランスに影響を与える

事項 

五 （略） 

２・３ （略） 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

（系統アクセス業務の実施） 

第６７条 本機関は、法第２８条の４０第１項第８号の規定により、次の各号に掲げる業務を行う。 

一 送電系統への発電設備等（送電系統に電力を流入しない発電設備等を除く。以下、この章におい

て同じ。）の連系等を希望する者からの事前相談並びに接続検討に関する申込みの受付、検討結果

の確認、検証及び回答等の業務 

二 （略） 

２ （略） 

３ 本機関が受け付けた系統アクセス業務については、送配電等業務指針で定める事前相談及び接続検

討に関する規定を準用する。 

（系統アクセス業務の実施） 

第６７条 本機関は、法第２８条の４０第１項第８号の規定により、次の各号に掲げる業務を行う。 

一 送電系統への発電設備等（送電系統に電力を流入しない発電設備等を除く。以下この章において

同じ。）の連系等を希望する者からの接続検討に関する申込みの受付、検討結果の確認、検証及び

回答等の業務 

二 （略） 

２ （略） 

（削る） 

第２節 事前相談及び接続検討 第２節 接続検討 

（事前相談及び接続検討の申込み並びに接続検討の要請の受付） 

第６８条 本機関は、特定系統連系希望者の事前相談及び接続検討の申込み並びに再エネ海域利用法第

８条第１項の規定による促進区域の指定に関する国からの接続検討の要請を受け付ける。 

２ 本機関は、前項の申込み又は要請を受け付けた場合は、第７０条第３項又は第７２条第２項に定め

る回答期間内の日を回答予定日として、特定系統連系希望者又は国へ速やかに通知する。 

３ （略） 

（接続検討の申込み及び接続検討の要請の受付） 

第６８条 本機関は、特定系統連系希望者の接続検討の申込み及び再エネ海域利用法第８条第１項の規

定による促進区域の指定に関する国からの接続検討の要請を受け付ける。 

２ 本機関は、前項の申込み又は要請を受け付けた場合は、第７２条第２項に定める回答期間内の日を

回答予定日として、特定系統連系希望者又は国へ速やかに通知する。 

３ （略） 

（連系予約に関する要請の受付） 

第６８条の２ （略） 

２ （略） 

３ 本機関は、前２項の要請を受け付けた場合には、関係する一般送配電事業者又は配電事業者たる会

員に通知する。 

（連系予約に関する要請の受付） 

第６８条の２ （略） 

２ （略） 

３ 本機関は、前２項の要請を受け付けた場合には、当該連系予約の対象となる送電系統を運用する一

般送配電事業者及び配電事業者たる会員に通知する。 

（事前相談の検討） 

第６９条 本機関は、事前相談の申込書類を書面又は電磁的方法にて受け付けたときは、連系先となる

送電系統を運用する一般送配電事業者又は配電事業者たる会員（以下この章において「一般送配電事

業者等」という。）に事前相談の検討の実施を速やかに依頼する。ただし、申込書類に不備があると

きは、書類の修正を求め、不備がないことを確認した上で申込みの受付を行う。 

２ 本機関は、一般送配電事業者等から前項の検討結果の提出を受けたときは、次の各号に掲げる事項

について妥当性を確認し、必要に応じて検証する。 

一 最大受電電力に対して容量面から評価した連系制限がある場合は、送電系統の熱容量や予想潮流 

二 特定系統連系希望者が希望した受電電圧と異なる場合は、その理由 

三 想定する連系点及び、特定発電設備等設置場所から同連系点までの直線距離 

３ 本機関は、前項の確認及び検証の結果、再検討が必要と認めるときは、理由を付して一般送配電事

業者等に再検討を求める。本機関は、一般送配電事業者等から再検討結果の提出を受けたときは、再

度、前項の規定に準じて、確認及び検証を行う。 

 

第６９条 削除 

 

（事前相談の回答） 

第７０条 本機関は、前条第２項又は第３項の規定による検討結果の確認及び検証を完了したときは、

特定系統連系希望者に対し、次の各号に掲げる事項に関する確認及び検証の結果を速やかに回答する

とともに必要な説明を行う。 

一 最大受電電力に対する、容量面から評価した連系制限の有無 

（連系制限がある場合には、容量面から評価した連系可能な最大受電電力） 

 

第７０条 削除 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

二 想定する連系点から特定発電設備等の設置場所までの直線距離 

２ 本機関は、前項の回答に際し、特定系統連系希望者の求めに応じ、系統情報ガイドラインに基づき

標準化された電源線敷設の単価及び工期の目安を提示する。 

３ 本機関は、原則として、事前相談の回答を申込みの受付日から１か月以内に行うものとする。 

（接続検討） 

第７１条 本機関は、接続検討の申込書類を書面又は電磁的方法にて受けた場合、一般送配電事業者等

に対して、その旨を通知する。 

 

２～４ （略） 

（接続検討） 

第７１条 本機関は、接続検討の申込書類を書面又は電磁的方法にて受けた場合、連系先となる送電系

統を運用する一般送配電事業者又は配電事業者たる会員（以下この章において「一般送配電事業者

等」という。）に対して、その旨を通知する。 

２～４ （略） 

（接続検討の回答） 

第７２条 本機関は、前条第３項又は第４項の規定による検討結果の確認及び検証を完了したときは、

特定系統連系希望者又は国に対し、次の各号に掲げる事項に関する確認及び検証の結果を速やかに書

面又は電磁的方法にて回答するとともに必要な説明を行う。 

 

一～八 （略）  

２・３ （略） 

（接続検討の回答） 

第７２条 本機関は、前条第３項又は第４項の規定による検討結果の確認を完了したとき（同条第３項

又は第４項の規定による検証を実施した場合にあっては当該検証を完了したとき）は、特定系統連系

希望者又は国に対し、次の各号に掲げる事項に関する確認及び検証の結果を速やかに書面又は電磁的

方法にて回答するとともに必要な説明を行う。 

一～八 （略） 

２・３ （略） 

（接続検討の要否確認） 

第７４条 本機関は、発電設備等の全部若しくは一部又は付帯設備の変更（更新を含む。）を行う場合

において、特定系統連系希望者から接続検討の要否の確認を受けた場合、一般送配電事業者等に対し

て、接続検討の要否の確認を依頼する。 

２ 本機関は、一般送配電事業者等から前項の確認結果の提出を受けた場合は、その結果の妥当性につ

いて確認し、検討結果が妥当でないと認めるときは、理由を付して一般送配電事業者等に再検討を求

める。本機関は、一般送配電事業者等から再検討結果の提出を受けたときは、再度、この項の規定に

準じて確認を行う。 

３ 本機関は、一般送配電事業者等の接続検討の要否確認の検討結果が妥当であると認めるときは、特

定系統連系希望者に対し、その結果を通知する。 

（発電設備等に関する契約申込みにおける保証金の算定方法） 

第７４条 本機関は、系統連系希望者が発電設備等に関する契約申込みを行う際に必要となる保証金

の算定方法について、本機関の理事会において定め、公表する。 

 

（削る） 

 

 

 

（削る） 

（発電設備等に関する契約申込みにおける保証金の算定方法） 

第７４条の２ 本機関は、系統連系希望者が発電設備等に関する契約申込みを行う際に必要となる保

証金の算定方法について、本機関の理事会において定め、公表する。 

 

（削る） 

（電源接続案件一括検討プロセスの要請） 

第７５条 本機関は、効率的な系統整備の観点等から、特別高圧の送電系統（特別高圧と高圧を連系す

る変圧器を含む。以下この節において同じ。）の工事に関して、公平性及び透明性が確保された手続

によって、必要な工事費負担金を共同負担する系統連系希望者を募集する手続（以下「電源接続案件

一括検討プロセス」という。）を開始することが必要と判断した場合には、一般送配電事業者又は配

電事業者たる会員に対し電源接続案件一括検討プロセスの開始を要請する。 

２ 本機関は、前項の電源接続案件一括検討プロセス開始の必要性の有無を検討するにあたっては、同

プロセスの対象となる送電系統を運用する一般送配電事業者又は配電事業者たる会員の意見を聴取

する。 

（電源接続案件一括検討プロセスの要請） 

第７５条 本機関は、効率的な系統整備の観点等から、特別高圧の送電系統（特別高圧と高圧を連系す

る変圧器を含む。以下この節において同じ。）の工事に関して、公平性及び透明性が確保された手続

によって、必要な工事費負担金を共同負担する系統連系希望者を募集する手続（以下「電源接続案件

一括検討プロセス」という。）を開始することが必要と判断した場合には、当該送電系統を運用する

一般送配電事業者及び配電事業者たる会員に対し電源接続案件一括検討プロセスの開始を要請する。 

２ 本機関は、前項の電源接続案件一括検討プロセス開始の必要性の有無を検討するにあたっては、当

該送電系統を運用する一般送配電事業者及び配電事業者たる会員から意見を聴取する。 

（電源接続案件一括検討プロセスの中止等） 

第８９条 本機関は、想定される系統増強工事の規模（工事費負担金の額及び工期を含む。）や過去の

（電源接続案件一括検討プロセスの中止等） 

第８９条 本機関は、電源接続案件一括検討プロセス開始後に生じた電気の需給状況の極めて大幅な変
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

事前相談及び接続検討の申込状況等を踏まえ、電源接続案件一括検討プロセスを継続したとしても、

全ての系統連系希望者が連系等を行うことが不可能となる蓋然性が高いと判断した場合、又は系統連

系希望者の公平性が確保できないと判断した場合等、同プロセスを中止または中断すべき合理的な理

由がある場合は、一般送配電事業者又は配電事業者たる会員に対し、その理由を通知するとともに、

同プロセスの中止又は中断を要請する。 

 

２ 本機関は、前項の要請を行うときは、同プロセスを実施している一般送配電事業者又は配電事業者

たる会員から、意見を聴取する。 

動を踏まえ、広域的な系統利用の円滑性及び公平性が確保できないと判断した場合、又は想定される

系統増強工事の規模（工事費負担金の額及び工期を含む。）や過去の事前相談及び接続検討の申込状

況等を踏まえ、当該電源接続案件一括検討プロセスを継続したとしても、全ての系統連系希望者が連

系等を行うことが不可能となる蓋然性が高いと判断した場合等、同プロセスを中止又は中断すべき合

理的な理由がある場合は、同プロセスを実施している一般送配電事業者及び配電事業者たる会員に対

し、その理由を通知するとともに、同プロセスの中止又は中断を要請する。 

２ 本機関は、前項の要請をしようとするときは、あらかじめ当該会員から意見を聴取する。 

（混雑緩和希望者提起による系統増強プロセスの中止等） 

第９６条の５ 本機関は、混雑緩和希望者提起による系統増強プロセス開始後に生じた電気の需給状況

の極めて大幅な変動を踏まえ、広域的な系統利用の円滑性及び公平性が確保できないと判断した場合

等、同プロセスを中止又は中断すべき合理的な理由がある場合は、一般送配電事業者等に対し、その

旨理由を付して通知するとともに、同プロセスの中止又は中断を要請する。 

 

２ 本機関は、前項の要請を行うときは、一般送配電事業者等から意見を聴取する。 

（混雑緩和希望者提起による系統増強プロセスの中止等） 

第９６条の５ 本機関は、混雑緩和希望者提起による系統増強プロセス開始後に生じた電気の需給状況

の極めて大幅な変動を踏まえ、広域的な系統利用の円滑性及び公平性が確保できないと判断した場合

等、当該系統増強プロセスを中止又は中断すべき合理的な理由がある場合は、同プロセスを実施して

いる一般送配電事業者及び配電事業者たる会員に対し、その旨理由を付して通知するとともに、同プ

ロセスの中止又は中断を要請する。 

２ 本機関は、前項の要請をしようとするときは、あらかじめ当該会員から意見を聴取する。 

（一般送配電事業者等が受け付けた案件の確認、検証） 

第９８条 本機関は、特定系統連系希望者が一般送配電事業者等に対し、事前相談又は接続検討申込み

を行い、回答を受けた案件について、当該特定系統連系希望者からの求めに応じて、第６９条第２項

及び第３項又は第７１条第３項及び第４項の規定に準じて、確認及び検証を行う。 

（新設） 

 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

２ 本機関は、前項の規定による確認又は検証を完了したときは、特定系統連系希望者に対し速やかに

回答するとともに必要な説明を行う。 

（一般送配電事業者等が受け付けた案件の確認及び検証） 

第９８条 本機関は、特定系統連系希望者からの求めに応じて、当該特定系統連系希望者に対する一般

送配電事業者等からの事前相談の回答について、次の各号に掲げる事項について妥当性を確認し、必

要に応じて検証する。 

一 最大受電電力に対して送電系統の容量に起因する連系制限がある場合は、当該送電系統の熱容量

や予想潮流 

二 特定系統連系希望者が希望した受電電圧と異なる場合は、その理由 

三 想定する連系点及び特定発電設備等設置場所から同連系点までの直線距離 

２ 本機関は、特定系統連系希望者からの求めに応じて、当該特定系統連系希望者に対する一般送配電

事業者等からの接続検討の要否確認の回答について、接続検討が必要な場合は、発電設備等の最新の

系統連系技術要件（託送供給等約款で定める系統に連系する設備に関する技術要件をいう。以下同

じ。）への適合状況、及び新たな系統増強工事や運用上の制約の有無等、その理由の妥当性を確認し、

必要に応じて検証する。 

３ 本機関は、特定系統連系希望者からの求めに応じて、当該特定系統連系希望者に対する一般送配電

事業者等からの接続検討の回答について、第７１条第３項各号に掲げる事項について妥当性を確認

し、必要に応じて検証する。 

４ 本機関は、前各項の規定による確認及び検証の結果、再検討が必要と認めるときは、理由を付して

一般送配電事業者等に再検討を求める。本機関は、一般送配電事業者等から再検討結果の提出を受け

たときは、再度、その妥当性を確認し、必要に応じて検証する。 

５ 本機関は、前各項の規定による確認を完了したとき（前各項の規定による検証を実施した場合にあ

っては当該検証を完了したとき）は、特定系統連系希望者に対し速やかに回答するとともに必要な説

明を行う。 

（系統アクセス業務の申込み及び回答様式） 

第９９条 本機関は、本機関が事前相談及び接続検討の受付を行う場合の申込書及び回答書の様式を、

一般送配電事業者及び配電事業者たる会員が事前相談及び接続検討の受付を行う場合の様式と統一

して定め、公表する。 

（系統アクセス業務の申込み及び回答様式） 

第９９条 本機関は、本機関又は一般送配電事業者等が接続検討の受付を行う場合の申込書及び回答書

の様式を定め、公表する。 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

（新設） 

 

２ （略） 

２ 本機関は、一般送配電事業者等が事前相談及び接続検討の要否確認の受付を行う場合の申込書及び

回答書の様式を定め、公表する。 

３ （略） 

（需給状況の監視の対象） 

第１０６条 本機関は、前条の需給状況の監視の業務として、次の各号に掲げる事項を対象とする。 

一 会員の需給状況に関する事項 

ア 小売電気事業者及び特定送配電事業者たる会員（登録特定送配電事業者に限る。）の需要及び

供給力の確保に関する状況 

イ・ウ （略） 

二～四 （略） 

（需給状況の監視の対象） 

第１０６条 本機関は、前条の需給状況の監視の業務として、次の各号に掲げる事項を対象とする。 

一 会員の需給状況に関する事項 

ア 小売電気事業者及び特定送配電事業者（登録特定送配電事業者に限る。）たる会員の需要及び

供給力の確保に関する状況 

イ・ウ （略） 

二～四 （略） 

（需給ひっ迫又は需給ひっ迫のおそれが認められる場合の指示の手順） 

第１１３条 本機関は、需給ひっ迫又は需給ひっ迫のおそれが認められる場合において、第１１１条第

１項の指示を行うときは、原則として、ゲートクローズ後、次の各号に掲げる手順により、会員に対

し、指示を行う（以下この条及び第１１６条において、需給ひっ迫又は需給ひっ迫のおそれが認めら

れる一般送配電事業者たる会員の供給区域の一般送配電事業者たる会員を「需給ひっ迫一般送配電事

業者」という。）。ただし、以下の手順を行う時間的余裕がない場合には、本機関は、以下の手順によ

らずに第１１１条第１項の指示を行う。 

一 本機関は、需給ひっ迫又は需給ひっ迫のおそれを改善するために必要な電気の供給を受ける期間

及び量並びに需給ひっ迫一般送配電事業者が電気の供給を受ける際に使用を希望する連系線（以

下、この条において「希望連系線」という。）を確認する。 

二～五 （略） 

２ （略） 

（需給ひっ迫又は需給ひっ迫のおそれが認められる場合の指示の手順） 

第１１３条 本機関は、需給ひっ迫又は需給ひっ迫のおそれが認められる場合において、第１１１条第

１項の指示を行うときは、原則として、ゲートクローズ後、次の各号に掲げる手順により、会員に対

し、指示を行う（以下この条及び第１１６条において、需給ひっ迫又は需給ひっ迫のおそれが認めら

れる一般送配電事業者たる会員の供給区域の一般送配電事業者たる会員を「需給ひっ迫一般送配電事

業者」という。）。ただし、以下の手順を行う時間的余裕がない場合には、本機関は、以下の手順によ

らずに第１１１条第１項の指示を行う。 

一 本機関は、需給ひっ迫又は需給ひっ迫のおそれを改善するために必要な電気の供給を受ける期間

及び量並びに需給ひっ迫一般送配電事業者が電気の供給を受ける際に使用を希望する連系線（以下

この条において「希望連系線」という。）を確認する。 

二～五 （略） 

２ （略） 

（運用容量の設定） 

第１２６条 本機関は、翌年度以降の長期及び年間における連系線の運用容量（以下、この章において

「運用容量」という。）を算出するため、連系線を維持し運用する一般送配電事業者及び送電事業者

たる会員との間で検討会（以下「運用容量検討会」という。）を設け、運用容量検討会の検討を踏ま

え、毎年５月末日までに、検討スケジュール、運用容量の算出断面、需要その他の検討条件を定め、

これを公表する。この際、運用容量の算出断面を季節別、平休日別等に細分化することにより、市場

分断の発生を回避することが見込まれるときは、その細分化を行う。 

２～５ （略） 

（運用容量の設定） 

第１２６条 本機関は、翌年度以降の長期及び年間における連系線の運用容量（以下この章において

「運用容量」という。）を算出するため、連系線を維持し運用する一般送配電事業者及び送電事業者

たる会員との間で検討会（以下「運用容量検討会」という。）を設け、運用容量検討会の検討を踏ま

え、毎年５月末日までに、検討スケジュール、運用容量の算出断面、需要その他の検討条件を定め、

これを公表する。この際、運用容量の算出断面を季節別、平休日別等に細分化することにより、市場

分断の発生を回避することが見込まれるときは、その細分化を行う。 

２～５ （略） 

（需給調整市場に係る取引可能量の通知） 

第１３３条の３ 本機関は、需給調整市場における調整力の取引に必要な断面において、当該連系線の

取引可能量を一般送配電事業者に通知する。 

（需給調整市場に係る取引可能量の通知） 

第１３３条の３ 本機関は、需給調整市場における調整力の取引に必要な断面において、当該連系線の

取引可能量を一般送配電事業者たる会員に通知する。 

（出力維持等の考慮が必要な電源等の承認） 

第１４４条 本機関は、翌日取引において出力維持等を考慮した約定の対象として取り扱うべき電源又

は契約（これに代わる計画等を含み、以下この章において「電源等」という。）を有する託送供給契

約者、発電契約者、一般送配電事業者又は配電事業者たる会員（以下「電源等保有者」という。）の

申請に基づき、次の各号に定める事項について審査を行い、いずれの事項にも該当すると認める場合

には、当該申請に係る電源等を承認する（以下、承認された電源等を「承認電源等」といい、承認さ

れた電源等保有者を「承認電源等保有者」という。）。 

（出力維持等の考慮が必要な電源等の承認） 

第１４４条 本機関は、翌日取引において出力維持等を考慮した約定の対象として取り扱うべき電源又

は契約（これに代わる計画等を含み、以下この章において「電源等」という。）を有する託送供給契

約者、発電契約者、一般送配電事業者又は配電事業者たる会員（以下「電源等保有者」という。）の

申請に基づき、次の各号に定める事項について審査を行い、いずれの事項にも該当すると認める場合

には、当該申請に係る電源等を承認する（以下承認された電源等を「承認電源等」といい、承認され

た電源等保有者を「承認電源等保有者」という。）。 
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変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

一・二 （略） 

２ （略） 

一・二 （略） 

２ （略） 

（需給ひっ迫又は下げ代不足時のマージンの使用） 

第１５２条 （略） 

２ 本機関は、次の各号に掲げる手順により、一般送配電事業者たる会員の申入れによりマージンを使

用する供給を行うことを承認する。 

一 本機関は、一般送配電事業者たる会員の供給区域の需給ひっ迫若しくは下げ代不足が発生し、又

は発生するおそれのある場合において、当該一般送配電事業者たる会員の供給区域（以下、この条

において「対象供給区域」という。）の一般送配電事業者たる会員から、対象供給区域の需給に関

する計画等の提出を受けるとともに、マージン使用の必要性について説明を受ける。 

二 （略） 

３～５ （略） 

（需給ひっ迫又は下げ代不足時のマージンの使用） 

第１５２条 （略） 

２ 本機関は、次の各号に掲げる手順により、一般送配電事業者たる会員の申入れによりマージンを使

用する供給を行うことを承認する。 

一 本機関は、一般送配電事業者たる会員の供給区域の需給ひっ迫若しくは下げ代不足が発生し、又

は発生するおそれのある場合において、当該一般送配電事業者たる会員の供給区域（以下この条に

おいて「対象供給区域」という。）の一般送配電事業者たる会員から、対象供給区域の需給に関す

る計画等の提出を受けるとともに、マージン使用の必要性について説明を受ける。 

二 （略） 

３～５ （略） 

（作業停止計画の調整の実施） 

第１５６条 本機関は、法第２８条の４０第１項第８号の規定により、広域連系系統及び連系線の運用

容量に影響を与える電力設備（以下「広域連系系統等」という。）の点検や修繕等の作業を実施する

ための電力設備の停止に関する計画（別表１１－１に示す種別のものをいう。以下「作業停止計画」

という。）の取りまとめを行う。 

２ 本機関は、連系線の運用容量に影響を与える広域連系系統等の作業停止計画（以下、この章におい

て「広域調整対象作業停止計画」という。）の調整を行う。 

 

別表１１－１ 作業停止計画の種別 

種 別 内 容 

計
画
作
業
停
止 

年間

計画 

作業停止を計画的かつ円滑に実施するため、一般送配電事業者たる会員、送電事業者たる

会員、配電事業者たる会員、特定送配電事業者たる会員、発電契約者及び特定契約者（一

般送配電事業者、配電事業者又は特定送配電事業者と再生可能エネルギー電気特措法第２

条第５項に規定する特定契約又は再生可能エネルギー電気特措法第２条の７第１項に規

定する一時調達契約を締結している電気供給事業者をいう。次条において同じ。）（以下

「作業停止計画提出者」という。）から提出された作業停止計画をもとに、停止範囲、時

期及び期間を調整し策定する２か年度分（翌年度・翌々年度）の作業停止計画 

月間

計画 

年間計画に基づき作業停止を計画的かつ円滑に実施するために策定する２か月分（翌月・

翌々月）の作業停止計画 
 

（作業停止計画の調整の実施） 

第１５６条 本機関は、法第２８条の４０第１項第８号の規定により、広域連系系統及び連系線の運用

容量に影響を与える電力設備（以下「広域連系系統等」という。）の点検や修繕等の作業を実施する

ための電力設備の停止に関する計画（別表１１－１に示す種別のものをいう。以下「作業停止計画」

という。）の取りまとめを行う。 

２ 本機関は、連系線の運用容量に影響を与える広域連系系統等の作業停止計画（以下この章において

「広域調整対象作業停止計画」という。）の調整を行う。 

 

別表１１－１ 作業停止計画の種別 

種 別 内 容 

計
画
作
業
停
止 

年間

計画 

作業停止を計画的かつ円滑に実施するため、一般送配電事業者たる会員、送電事業者たる

会員、配電事業者たる会員、特定送配電事業者たる会員、発電契約者及び特定契約者（一

般送配電事業者、配電事業者又は特定送配電事業者たる会員と再生可能エネルギー電気特

措法第２条第５項に規定する特定契約又は再生可能エネルギー電気特措法第２条の７第

１項に規定する一時調達契約を締結している電気供給事業者をいう。次条において同じ。）

（以下「作業停止計画提出者」という。）から提出された作業停止計画をもとに、停止範

囲、時期及び期間を調整し策定する２か年度分（翌年度・翌々年度）の作業停止計画 

月間

計画 

年間計画に基づき作業停止を計画的かつ円滑に実施するために策定する２か月分（翌月・

翌々月）の作業停止計画 
 

（作業停止計画の原案の取得、共有） 

第１５７条 本機関は、前条の作業停止計画の取りまとめ及び調整業務の遂行のため、送配電等業務指

針に定めるところにより、別表１１－２で定める期日までに、次の各号に掲げる電力設備の作業停止

計画の原案を同号に掲げる者から提出を受ける。ただし、第３号に掲げる流通設備については、発電

契約者又は特定契約者（以下「発電計画提出者」という。）が希望した場合に限る。 

一 広域連系系統等 一般送配電事業者 

二・三 （略） 

２・３ （略） 

（作業停止計画の原案の取得及び共有） 

第１５７条 本機関は、前条の作業停止計画の取りまとめ及び調整業務の遂行のため、送配電等業務指

針に定めるところにより、別表１１－２で定める期日までに、次の各号に掲げる電力設備の作業停止

計画の原案を同号に掲げる者から提出を受ける。ただし、第３号に掲げる流通設備については、発電

契約者又は特定契約者（以下「発電計画提出者」という。）が希望した場合に限る。 

一 広域連系系統等 一般送配電事業者たる会員 

二・三 （略） 

２・３ （略） 

 

10



 

 

変 更 前（変更点に下線） 変 更 後（変更点に下線） 

（調整交付金の交付業務） 

第１８０条の３ 本機関は、再生可能エネルギー電気特措法第１５条の２第１項の規定により、一般送

配電事業者、配電事業者及び特定送配電事業者（以下「ＦＩＴ電気買取事業者」という。）における

再生可能エネルギー電気特措法第２条第５項に規定する特定契約又は再生可能エネルギー電気特措

法第２条の７第１項に規定する一時調達契約に基づく再生可能エネルギー電気の調達に係る費用負

担を調整するため、ＦＩＴ電気買取事業者に対して、調整交付金（再生可能エネルギー電気特措法第

１５条の２第２項に規定する調整交付金をいう。以下同じ。）を交付する業務を行う。 

２～４ （略） 

（調整交付金の交付業務） 

第１８０条の３ 本機関は、再生可能エネルギー電気特措法第１５条の２第１項の規定により、一般送

配電事業者、配電事業者及び特定送配電事業者たる会員（以下「ＦＩＴ電気買取事業者」という。）

における再生可能エネルギー電気特措法第２条第５項に規定する特定契約又は再生可能エネルギー

電気特措法第２条の７第１項に規定する一時調達契約に基づく再生可能エネルギー電気の調達に係

る費用負担を調整するため、ＦＩＴ電気買取事業者に対して、調整交付金（再生可能エネルギー電気

特措法第１５条の２第２項に規定する調整交付金をいう。以下同じ。）を交付する業務を行う。 

２～４ （略） 

（系統設置交付金の交付業務） 

第１８０条の４ 本機関は、再生可能エネルギー電気特措法第２８条第２項の規定により、一般送配電

事業者又は送電事業者が法第２条第１項第１８号に規定する電気工作物（変電用又は送電用のものに

限る。以下「系統電気工作物」という。）であって再生可能エネルギー電気の利用の促進に資するも

のを設置するときは、当該系統電気工作物を使用する期間を対象として、一般送配電事業者又は送電

事業者に対して、系統設置交付金を交付する業務を行う。 

（系統設置交付金の交付業務） 

第１８０条の４ 本機関は、再生可能エネルギー電気特措法第２８条第２項の規定により、一般送配電

事業者又は送電事業者たる会員が法第２条第１項第１８号に規定する電気工作物（変電用又は送電用

のものに限る。以下「系統電気工作物」という。）であって再生可能エネルギー電気の利用の促進に

資するものを設置するときは、当該系統電気工作物を使用する期間を対象として、当該会員に対し

て、系統設置交付金を交付する業務を行う。 

（小売電気事業者等に係る納付金の徴収） 

第１８０条の７ 本機関は、再生可能エネルギー電気特措法第３１条第１項の規定により、供給促進交

付金、調整交付金、系統設置交付金及び特定系統設置交付金（以下この節において「交付金」と総称

する。）の交付の業務に要する費用に充てるため、同項の経済産業省令で定める期間ごとに、小売電

気事業者、一般送配電事業者及び登録特定送配電事業者から、納付金を徴収する。 

（小売電気事業者たる会員等に係る納付金の徴収） 

第１８０条の７ 本機関は、再生可能エネルギー電気特措法第３１条第１項の規定により、供給促進交

付金、調整交付金、系統設置交付金及び特定系統設置交付金（以下この節において「交付金」と総称

する。）の交付の業務に要する費用に充てるため、同項の経済産業省令で定める期間ごとに、小売電

気事業者、一般送配電事業者及び特定送配電事業者（登録特定送配電事業者に限る。）たる会員から、

納付金を徴収する。 

（電子情報を交換するための標準規格の策定） 

第１８７条 本機関は、会員その他の送電系統を利用する者（以下、この章において「系統利用者」と

いう。）の業務運営が円滑化し、電気事業の全国大での効率化に資すると認められるときは、系統利

用者が情報通信技術を活用して相互に電子情報を交換するための標準規格を策定する。 

２・３ （略） 

（電子情報を交換するための標準規格の策定） 

第１８７条 本機関は、会員その他の送電系統を利用する者（以下この章において「系統利用者」とい

う。）の業務運営が円滑化し、電気事業の全国大での効率化に資すると認められるときは、系統利用

者が情報通信技術を活用して相互に電子情報を交換するための標準規格を策定する。 

２・３ （略） 

附則（令和６年４月１０日） 

 

（施行期日） 

本規程は、令和６年４月１日又は経済産業大臣の認可を受けた日のいずれか遅い日から施行する。

ただし、第９６条の３及び第９６条の５の規定は、令和６年４月１日、経済産業大臣の認可を受けた

日又は混雑緩和希望者提起による系統増強プロセスに関する託送供給等約款の変更の効力が全ての

一般送配電事業者において生じた日のいずれか遅い日から施行する。 

附則（令和６年４月１０日） 

 

（施行期日） 

本規程は、令和６年４月１日又は経済産業大臣の認可を受けた日のいずれか遅い日から施行する。

ただし、第９６条の３及び第９６条の５の規定は、令和６年４月１日、経済産業大臣の認可を受けた

日又は混雑緩和希望者提起による系統増強プロセスに関する託送供給等約款の変更の効力が全ての

一般送配電事業者たる会員において生じた日のいずれか遅い日から施行する。 

 

附則（令和 年 月 日） 

 

（施行期日） 

本規程は、令和６年８月１日又は経済産業大臣の認可を受けた日のいずれか遅い日から施行する。ただし、第９６条の５の改正規定は、令和６年８月１日、経済産業大臣の認可を受けた日又は混雑緩和希望

者提起による系統増強プロセスに関する託送供給等約款の変更の効力が全ての一般送配電事業者において生じた日のいずれか遅い日から施行する。 
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別紙２ 

様式第９（第11条関係） 

業務規程変更認可申請書 

２０２４年６月 日 

経済産業大臣殿 

電力広域的運営推進機関 

理事長 大山 力 

住 所 東京都江東区豊洲６－２－15 

電気事業法第28条の41第３項の規定に基づき、業務規程の変更の認可を受けたいので、下記のと

おり申請します。 

記 

１ 変更しようとする内容 

  別紙１のとおり。※添付略 

 

２ 変更しようとする年月日 

２０２４年８月１日又は経済産業大臣の認可を受けた日のいずれか遅い日。ただし、第96

条の５の改正規定は、２０２４年８月１日、経済産業大臣の認可を受けた日又は混雑緩和希

望者提起による系統増強プロセスに関する託送供給等約款の変更の効力が全ての一般送配電

事業者において生じた日のいずれか遅い日。 

 

３ 変更しようとする理由 

国の審議会の議論等に適切に対応するため。 

 

４ 業務規程の変更の認可を申請するまでの経過の概要 

  別紙２のとおり。 
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別紙２ 

業務規程の変更の認可を申請するまでの経過の概要 

（将来見込みを含む案） 

業務規程の変更の認可を申請するまでの経過の概要は、以下のとおり。 

 

 

時期 経過の概要 

2024年４月３日 

  ～ 

2024年４月 23日 

・本変更案（別紙１。以下同じ。）が会員その他の電気供給事

業者の事業活動に重大な影響を及ぼす事項が含まれる可能

性があることに鑑み、業務規程第６条第１項の規定により、

会員その他の電気供給事業者の意見聴取を実施。 

・意見は０件（2024 年５月９日、意見聴取結果を本機関ウェ

ブサイト上にて公表。）。 

2024年５月 20日 ・2024年度第１回評議員会により、本変更案を議決。 

2024年５月 22日 ・第 457回理事会において、本変更案を議決。 

2024年６月 21日 ・第 18回通常総会において、本変更案を議決。 
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